
負債の部

科     目

【流動負債】

リース債務

未払金

未払法人税等

未払拠出金

未払消費税

未払事業所税

預り金

賞与引当金

【固定負債】

退職給付引当金

負債合計

金     額

】【 658,975,587

335,016

436,814,315

42,835,400

4,506,750

52,105,800

2,000,500

13,635,481

106,742,325

】【 176,862,000

176,862,000

835,837,587

純資産の部

科     目

【株主資本】

（資本金）

（資本剰余金）

資本準備金

（利益剰余金）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

純資産合計

負債及び純資産合計

金     額

612,785,341】【

67,000,000）（

77,000,000）（

77,000,000

468,785,341）（

468,785,341

468,785,341

612,785,341

1,448,622,928

科     目

資産の部

【流動資産】

現金及び預金

売掛金

貯蔵品

未収入金

仮払金

前払費用

【固定資産】

（有形固定資産）

建物付属設備

工具器具備品

リース資産

少額固定資産

（無形固定資産）

電話加入権

ソフトウエア

少額固定資産

（投資その他の資産）

敷金

長期前払費用

繰延税金資産

資産合計

金     額

877,487,985】【

873,057,419

1,361,800

3,000

1,082,010

50,000

1,933,756

571,134,943】【

130,233,240）（

85,493,988

39,660,827

310,200

4,768,225

35,817,459）（

17,316,578

10,078,303

8,422,578

405,084,244）（

187,503,000

97,501,370

120,079,874

1,448,622,928

(単位：円)

第35期 貸借対照表
令和  4年  3月 31日 現在



【重要な会計方針に関する注記】【重要な会計方針に関する注記】【重要な会計方針に関する注記】【重要な会計方針に関する注記】        

１．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）        定率法。ただし、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した

建物付属設備については定額法。なお、少額固定資

産については、法人税法の規定による一括 3 年均等

償却の方法を採用。 

無形固定資産（リース資産を除く）        定額法。なお、少額固定資産については、法人税法

の規定による一括 3 年均等償却の方法を採用。 

リース資産                     所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資

産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用。 

２．引当金の計上基準 

 

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上していま

す。 

退職給付引当金 簡便法を採用し、従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末

自己都合要支給額により計上しています。 

 

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

【当期純損益金額】【当期純損益金額】【当期純損益金額】【当期純損益金額】        

当期純利益  26,306,047 円 

 


